
 

 

令和４年度奥州市一般会計等決算 

 

参考資料 

 

 
奥 州 市 



一般会計 （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

市民税 2,081,762 　財産皆無（16人）、生活困窮（16人）、行方不明（11人）によるもの。

固定資産税 10,395,101 　財産皆無（94人）、生活困窮（26人）、行方不明（９人）によるもの。

軽自動車税 450,886 　財産皆無（13人）、生活困窮（17人）、行方不明（５人）によるもの。

分担金及び負担金 私立保育所入所者負担金 209,800 　音信不通（２人）によるもの。

財 産 収 入 土地貸付料 22,000 　平成26年死亡者に係る29年度分の権利消滅（１人）によるもの。

生活保護費返還金 3,684,107 　生活困窮（7人）、本人死亡（10人）、行方不明（6人）によるもの。

雑入 142,172 　時効（１人）によるもの。

合　計 16,985,828

国民健康保険特別会計（事業勘定） （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

国 民 健 康 保 険 税 国民健康保険税 8,561,437 　財産皆無（19人）、生活困窮（25人）、行方不明（８人）によるもの。

合　計 8,561,437

後期高齢者医療特別会計 （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

保 険 料 後期高齢者医療保険料 57,200 　本人が死亡し相続人不明のもの、又は相続放棄されたもの。（５人）

合　計 57,200

介護保険特別会計（保険事業勘定） （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

保 険 料 介護保険料 5,542,150
　生活困窮（82人）、居所不明（2人）、本人死亡（14人）、居住実態不明（23
人）によるもの。

合　計 5,542,150

不納欠損の状況

市 税

諸 収 入
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一般会計 （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

市民税 103,062,102

固定資産税 284,994,579

軽自動車税 10,430,048

特別土地保有税 21,388,100

入湯税 137,925

老人施設入所者負担金 146,200 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの。（1人）

私立保育所入所者負担金 923,690
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、又は全額納付が困
難なため分割での納付となっているもの。（８人）

保育所入所者負担金 14,812,520
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、又は全額納付が困
難なため分割での納付となっているもの。（滞繰40人）

未熟児養育医療費負担金 73,670 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの（２人）

行政財産使用料 38,712 　出納閉鎖日までに入金されなかったもの。（１社）

公立保育所使用料 313,290
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、又は全額納付が困
難なため分割での納付となっているもの。（２人）

汚水処理施設使用料 119,680 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの。（54人）

保健福祉センター使用料 276,401 　出納閉鎖日までに入金されなかったもの。（１件）

簡易給水使用料 7,920 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの。（１人）

衣川共同下請施設使用料 885,318 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの。（１人）

道路使用料 69,468 　出納閉鎖日までに入金されなかったもの。（１社）

住宅使用料 38,166,845
　経済的な理由ですぐに納付困難なもの、又は分割納付となっているも
の。（104人）

幼稚園使用料 978,400
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、又は全額納付が困
難なため分割での納付となっているもの。（27人）

学校施設使用料 1,650 　出納閉鎖日までに入金されなかったもの。（２人）

墓地管理手数料 119,280   居所又は承継人不明となっているもの。（現年12人、滞繰11人)

出産・子育て応援交付金 22,911,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

社会資本整備総合交付金（社会資本基盤整備） 13,838,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

道路メンテナンス事業補助金 56,613,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

集約都市形成支援事業補助金 2,100,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

収入未済の状況

使用料及び手数料

市 税

分担金及び負担金

　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、全額の納付が困難
なため分割での納付となっているもの、又は転出等により行方の確認が
困難になっているもの。（市民税 1,726人、固定資産税 1,602人、軽自
動車税 734人、特別土地保有税 1人、入湯税 1人）

国 庫 支 出 金
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科目 内訳 金額 理由

国 庫 支 出 金 こどもの安心・安全対策支援事業補助金 3,604,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

地籍調査費負担金 8,679,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

出産・子育て応援交付金 13,386,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

産地パワーアップ事業費補助金 18,325,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

農業集落排水事業債償還基金費補助金 5,280,000 　年度内に事業が完了しなかったことによるもの。（繰越事業）

土地貸付収入(財産運用課) 100,523
　死亡により収納が困難なもの。（１人）
　出納閉鎖日までに入金されなかったもの。（３人）

土地貸付収入(前沢・地域支援Gr) 328,820
  出納閉鎖日までに入金されなかったもの又は経済的な理由ですぐに納
付することが困難なもの（７名）、死亡行方不明等により収納が困難な
もの（２名）

建物貸付収入 190,343 　期限までに納められなかったもの。（滞繰１人）

土地売払収入 1,263,936   出納閉鎖日までに入金されなかったもの。（１社）

小中学校給食費納入金 10,941,580
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、若しくは分割での
納付となっているもの、又は転出等により行方の確認が困難になってい
るもの。（現年131人、滞繰170人）

認定こども園給食費納入金 11,800 　経済的な理由で納付することが困難となっているもの。（３人）

保育所給食費納入金 30,000 　経済的な理由で納付することが困難となっているもの。（１人）

災害援護資金貸付金返還金元金 957,053 　経済的な理由ですぐに返還することが困難なもの。（１人）

災害援護資金貸付金返還金利子 53,839 　経済的な理由ですぐに返還することが困難なもの。（１人）

災害援護資金貸付金返還金滞納繰越分 1,567,839 　経済的な理由ですぐに返還することが困難なもの。（２人）

返還金（生活保護費） 63,968,624
　要保護又は保護は要しないが生活困窮状態であることからすぐに返還
することが困難なもの。（240人）

返還金（子ども医療費） 6,996
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、又は転出等により
行方の確認が困難になっているもの。（３人）

返還金（妊産婦医療費） 326,810 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの。（２人）

返還金（ひとり親家庭等医療費） 43,252
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、又は分割での納付
となっているもの。（２人）

返還金（児童扶養手当費） 8,197,970
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、全額の納付が困難
なため分割での納付となっているもの。（現年１人、滞繰11人）

返還金（過年度特別障害者手当費） 52,160 　経済的な理由ですぐに返還することが困難なもの。（１人）

返還金（農地流動化助成費） 121,500 　経済的な理由ですぐに返還することが困難なもの。（１人）

旧東中運動場開放事業利用料 5,450 　出納閉鎖日までに入金されなかったもの。（３人）

諸 収 入

県 支 出 金

財 産 収 入
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科目 内訳 金額 理由

雑入（私用電気料） 907   出納閉鎖日までに入金されなかったもの。（１社）

雑入（幼稚園給食費等負担金） 58,600 　経済的な理由で納付することが困難となっているもの。（３人）

雑入（衣川企業等用地貸付収入） 1,618,620 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの。（１人）

雑入（国民宿舎等事業会計清算収入） 539,668 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの。（２人）

合　計 712,068,088

国民健康保険特別会計（事業勘定） （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

国 民 健 康 保 険 税 国民健康保険税 245,428,020
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、全額の納付が困難
なため分割での納付となっているもの、又は転出等により行方の確認が
困難になっているもの。（1,659人）

諸 収 入 雑入 2,697,375
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、又は分割での納付
となっているもの（27人）

合　計 248,125,395

後期高齢者医療特別会計 （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

後期高齢者医療保険料 後期高齢者医療保険料 3,937,200
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、全額の納付が困難
なため分割での納付となっているもの、又は死亡や転出等により行方の
確認が困難になっているもの。（113人）

合　計 3,937,200

介護保険特別会計（保険事業勘定） （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

保 険 料 介護保険料 20,188,338
　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの、全額の納付が困難
なため分割での納付となっているもの、又は死亡や転出等により行方の
確認が困難になっているもの。（514人）

合　計 20,188,338

浄化槽事業特別会計 （単位：円）

科目 内訳 金額 理由

使用料及び手数料 使用料 512,047 　経済的な理由ですぐに納付することが困難なもの。（79人）

合　計 512,047

諸 収 入
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一般会計 （単位：円）

区分
(大事業/節)

不用額 理由

2 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費
一般職給与費/
職員手当等

26,336,273 　市町村総合事務組合に支出する退職者特別負担金が想定より少なかったため不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費
人事管理経費/
報酬

5,065,247 　会計年度任用職員の任用人数が想定より少なかったため不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費
人事管理経費/
給料

5,712,500 　会計年度任用職員の任用人数が想定より少なかったため不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費
人事管理経費/
職員手当等

6,998,959 　会計年度任用職員の任用人数が想定より少なかったため不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費
人事管理経費/
共済費

6,345,844 　会計年度任用職員の任用人数が想定より少なかったため不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 2 文書広報費
文書事務経費/
役務費

6,103,666 　郵便料等が見込みより少なかったため不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 5 財産管理費
本支庁舎管理経費/
需用費

8,720,045 　燃料費等の使用量が見込みより少なかったため不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 6 企画費
政策調整事務経費/
委託料

41,059,700 　ふるさと応援寄附事業額の確定に伴い不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 9 市民活動費
地区センター管理運
営経費/
委託料

7,394,059 　実費弁償方式による地区センター指定管理料の確定に伴い不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 9 市民活動費

地域づくり推進事業
経費/
負担金、補助及び交
付金　補助金

5,793,096
　コロナ禍の影響で地区振興会の一部事業が中止となったことにより、まちづくり交付金の戻入があったた
め、不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 10 情報化推進費
行政ＯＡ化推進事業
経費/委託料

7,998,431 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

不用額の主なもの

款 項 目
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区分
(大事業/節)

不用額 理由

2 総務費 1 総務管理費 10 情報化推進費
行政ＯＡ化推進事業
経費/
使用料及び賃借料

9,087,228 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

2 総務費 1 総務管理費 11 諸費
特別会計繰出金/
繰出金

7,371,685
 コロナによる利用者減少及び燃料高騰により運行経費から運行収入を減じた事業費の予測が難しく、バス事
業特別会計への繰出金の見込みがつけられなかったことによる。

3 民生費 1 社会福祉費 1 社会福祉総務費
社会福祉総務費/
役務費

5,029,938 　事業費の確定により不用額が生じたもの。

3 民生費 1 社会福祉費 1 社会福祉総務費
社会福祉総務費/
扶助費

55,600,000 　確実な給付が可能となるよう余裕をもった額を繰越していたが、給付額の確定により不用額が生じたもの。

3 民生費 1 社会福祉費 2 老人福祉費
老人施設入所措置経
費/
扶助費

21,073,398 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

3 民生費 1 社会福祉費 3 障がい者福祉費
重度心身障がい者医
療費支給経費/
扶助費

19,422,815 　給付額の確定に伴い不用額が生じたもの。

3 民生費 1 社会福祉費 3 障がい者福祉費
自立支援給付等事業
経費/
扶助費

25,344,489 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

3 民生費 1 社会福祉費 6 介護保険費
特別会計繰出金/
繰出金

87,674,223 　介護保険特別会計の決算見込みにより不用額が生じたもの。

3 民生費 1 社会福祉費 7 後期高齢者医療費

後期高齢者医療事業
経費/
負担金、補助及び交
付金

34,365,225 　実績額確定による広域連合負担金減額変更に伴う戻入があったため。

3 民生費 2 児童福祉費 1 児童福祉総務費
児童扶養手当経費/
扶助費

31,279,440 　児童扶養手当受給者の減による。

3 民生費 2 児童福祉費 1 児童福祉総務費
子ども医療費支給経
費/
扶助費

13,350,163 　給付額の確定に伴い不用額が生じたもの。

款 項 目
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区分
(大事業/節)

不用額 理由

3 民生費 2 児童福祉費 1 児童福祉総務費
ひとり親家庭等医療
費支給経費/
扶助費

9,169,349 　給付額の確定に伴い不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 1 児童福祉総務費

ひとり親世帯への臨
時特別給付経費/
償還金、利子及び割
引料

12,000,000
　国への実績報告後予算措置したが、国による額確定までの間に他事業との調整及び修正を行ったため返還額
が減額になったもの。

3 民生費 2 児童福祉費 2 保育所費
一般職給与費/
給料

8,068,824 　育児休業等により不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 2 保育所費
保育所運営経費/
報酬

8,940,020 　会計年度任用職員の任用人数が想定よりも少なかったため不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 2 保育所費
保育所運営経費/
給料

6,889,160 　会計年度任用職員の任用人数が想定よりも少なかったため不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 2 保育所費
保育所運営経費/
需用費

6,464,859 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 3 児童福祉施設費
放課後児童健全育成
事業経費/
委託料

7,338,780 　委託料が見込みを下回ったため不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 4 児童措置費
保育所保育事業経費
/
委託料

41,823,220 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 4 児童措置費

保育所保育事業経費
/
負担金、補助及び交
付金

47,344,573 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 4 児童措置費
児童手当経費/
扶助費

43,225,000 　児童手当受給者の減による。

3 民生費 2 児童福祉費 4 児童措置費

子ども・子育て支援
事業経費/
負担金、補助及び交
付金

66,480,421 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

款 項 目
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区分
(大事業/節)

不用額 理由

3 民生費 2 児童福祉費 4 児童措置費

子育て世帯への臨時
特別給付金給付事業
経費/
扶助費

24,350,000 　国が概算で配分した金額であったが、対象児童が確定したことにより不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 4 児童措置費
障がい児通所給付事
業経費/扶助費

11,661,674 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 5 認定こども園費
一般職給与費/
給料

5,150,940 　育児休業等により不用額が生じたもの。

3 民生費 2 児童福祉費 5 認定こども園費
認定こども園運営費
/
給料

5,832,462 　会計年度任用職員の任用人数が想定よりも少なかったため不用額が生じたもの。

3 民生費 3 生活保護費 1 生活保護費
生活困窮者自立支援
事業経費/
扶助費

8,599,000
　事業費（住居確保給付金、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金）の確定に伴い不用額が生じた
もの。

3 民生費 3 生活保護費 2 扶助費
生活保護扶助経費/
扶助費

111,462,369 　事業費（生活保護扶助費）の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 1 保健衛生総務費
母子保健推進事業経
費/
委託料

31,077,880 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 1 保健衛生総務費
母子保健推進事業経
費/
扶助費

5,899,822 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 1 保健衛生総務費

事業会計負担金等
（病院事業会計）/
負担金、補助及び交
付金

30,208,000 　病院事業会計の事業費（医師確保に要する経費等）の確定に伴い、負担金の額に不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 1 保健衛生総務費

事業会計負担金等
（水道事業会計）/
負担金、補助及び交
付金

113,662,543 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 1 保健衛生総務費
事業会計負担金等
（病院事業会計）/
投資及び出資金

10,198,000 　病院事業会計の事業費（建設改良費）の確定に伴い、出資金の額に不用額が生じたもの。

款 項 目

8



区分
(大事業/節)

不用額 理由

4 衛生費 1 保健衛生費 1 保健衛生総務費
事業会計負担金等
（水道事業会計）/
投資及び出資金

6,131,621 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 1 保健衛生総務費

特別会計繰出金（浄
化槽事業特別会計）
/
繰出金

16,152,000 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 1 保健衛生総務費
周産期医療対策事業
経費/負担金、補助
及び交付金

6,000,000 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 2 予防費
予防接種事業経費/
委託料

254,088,059 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 2 予防費
予防接種事業経費/
負担金、補助及び交
付金

6,436,709 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 2 予防費
予防接種事業経費/
扶助費

12,258,722 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

4 衛生費 1 保健衛生費 3 保健活動費
保健対策推進事業経
費/
委託料

6,027,475 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

6 農林水産業費 1 農業費 3 農業振興費
農業振興事業経費/
負担金、補助
及び交付金

17,543,943 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

6 農林水産業費 1 農業費 5 農地費
土地改良基盤施設維
持管理経費/
委託料

5,469,121 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

6 農林水産業費 1 農業費 5 農地費
事業会計負担金等/
負担金、補助及び交
付金

13,431,392 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

6 農林水産業費 1 農業費 5 農地費
事業会計負担金等/
投資及び出資金

10,543,000 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。
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区分
(大事業/節)

不用額 理由

7 商工費 1 商工費 2 商業振興費

中小企業融資事業経
費/
負担金、補助及び交
付金

35,396,487
　融資に係る利子補給金の残額であり、融資額が融資枠（60億円）に満たなかったことに伴い不用となったも
の。なお、利子補給額の確定は例年４月末となる。

7 商工費 1 商工費 2 商業振興費

商店街活性化対策事
業経費/
負担金、補助及び交
付金

10,588,891 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

7 商工費 1 商工費 3 工業振興費
企業誘致事業経費/
負担金、補助及び交
付金

17,075,996
　企業立地に係る利子補給金及び工業用水補給金に係る不用額である。なお、これらの最終的な金額確定は例
年３月末から４月上旬になるもの。

7 商工費 1 商工費 3 工業振興費
企業支援事業経費/
負担金、補助及び交
付金

6,432,000
　創業支援事業補助金に係る不用額であり、コロナの影響により商店街等における新規出店が少なかったこと
と、メイプル閉店に伴う入居店舗の新規出店の大部分が令和４年度中の移転に至らなかったことから不用と
なったもの。

7 商工費 1 商工費 4 観光費
観光振興経費/
負担金、補助及び交
付金　補助金

21,934,346 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

7 商工費 1 商工費 4 観光費
観光施設管理運営経
費/
需用費

5,645,474 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

7 商工費 1 商工費 4 観光費

観光施設管理運営経
費/
負担金、補助及び交
付金

16,916,668 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

8 土木費 2 道路橋りょう費 2 道路維持費
除雪対策事業経費/
需用費

6,429,541 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

8 土木費 2 道路橋りょう費 2 道路維持費
除雪対策事業経費/
委託料

29,810,676 　３月の降雪量が予想出来なかったため除雪委託費に不用額が生じたもの。

8 土木費 2 道路橋りょう費 3 道路新設改良費
社会資本整備総合交
付金事業経費/
委託料

10,105,900 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

8 土木費 2 道路橋りょう費 3 道路新設改良費
宅地開発指導事業経
費（起債）/
公有財産購入費

8,930,157 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

款 項 目
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区分
(大事業/節)

不用額 理由

8 土木費 4 都市計画費 2 下水道費

事業会計負担金等
（下水道事業会計）
/負担金、補助及び
交付金

72,494,005 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

8 土木費 4 都市計画費 2 下水道費
事業会計負担金等
（下水道事業会計）
/投資及び出資金

17,057,201 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

8 土木費 4 都市計画費 3 公園費
歴史公園えさし藤原
の郷管理事業経費/
工事請負費

6,444,400 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

9 消防費 1 消防費 2 非常備消防費
消防団活動経費/
旅費

9,234,962 　消防団員の火災消火・災害対応出動に係る費用弁償が不要となったため。

9 消防費 1 消防費 3 消防施設費
消防施設設備整備経
費/
工事請負費

13,113,174 　事業費（消防屯所改築工事等）の確定に伴い不用額が生じたもの。

9 消防費 1 消防費 5 防災費
防災対策事業経費/
委託料

8,438,875
　事業費（土砂災害警戒区域等調査事業、避難所運営費用、ハザードマップ作成業務）の確定に伴い不用額が
生じたもの。

10 教育費 2 小学校費 1 学校管理費
学校管理経費/
需用費

7,395,707 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

10 教育費 2 小学校費 3 学校建設費
学校施設整備経費/
工事請負費

6,701,900 　玉里小学校統合受入改修工事に係る設計内容の精査による執行残によるもの。

10 教育費 3 中学校費 3 学校建設費
学校施設整備経費/
委託料

5,581,000
　水沢中学校校舎等改築工事に係る地質調査の途中で軟弱地盤であることが判明したことから増額変更契約に
備えて全額を繰り越したが、結果的に不用額となったもの。

10 教育費 5 社会教育費 4 文化会館費
文化会館管理運営経
費/
委託料

6,924,740
　原油価格高騰等の影響による光熱水費の増嵩分に相当する指定管理料について、見込みより少額で済んだこ
とから不用額が生じたもの。

10 教育費 6 保健体育費 1 保健体育総務費
保健体育総務費/
負担金、補助及び交
付金

15,979,544
　小中学校児童生徒体育大会出場奨励金の申請件数が見込みより少なかったこと、いわて奥州きらめきマラソ
ン大会が10kmのみの規模縮小開催となったことによる。

款 項 目
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区分
(大事業/節)

不用額 理由

10 教育費 6 保健体育費 3 学校給食費
学校給食施設管理運
営経費/
需用費

5,132,668 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

10 教育費 6 保健体育費 3 学校給食費
学校給食施設整備事
業経費/
委託料

34,999,000
　（仮称）奥州西学校給食センター新築事業の造成設計の翌年度発注及び事業関連業務委託に係る設計内容の
精査による執行残によるもの。

10 教育費 6 保健体育費 3 学校給食費
学校給食施設整備事
業経費/
工事請負費

7,587,500 　給食施設の調理用ボイラー改修工事に係る設計内容の精査による執行残によるもの。

12 公債費 1 公債費 1 元金
元金/
償還金、利子及び割
引料

6,657,664 　新発債で見込んでいた償還分が不要となったため。

12 公債費 1 公債費 2 利子
利子/
償還金、利子及び割
引料

8,571,611 　新発債で見込んでいた償還分が不要となったため。

13 諸支出金 1 災害援護資金貸付金 2 災害援護資金貸付金

災害援護資金貸付金
/
貸付金

5,000,000 　災害援護資金の貸付申請がなかったため予算額全額が不用額となったもの。

国民健康保険特別会計（事業勘定） （単位：円）

区分
(大事業/節)

不用額 理由

2 保険給付費 1 療養諸費 1
一般被保険者
療養給付費

一般被保険者療養給
付経費/
負担金、補助及び交
付金

165,413,798 　給付費等の決算額決定に伴い不用額が生じたもの。

2 保険給付費 2 高額療養費 1
一般被保険者
高額療養費

一般被保険者高額療
養経費/
負担金、補助及び交
付金

40,318,273 　給付費等の決算額決定に伴い不用額が生じたもの。

4 保健事業費 1
特定健康診査
等事業費

1
特定健康診査
等事業費

特定健康診査等事業
経費/
委託料

8,964,785 　事業費の確定に伴い不用額が生じたもの。

6 諸支出金 1
償還金及び還
付加算金

1
一般被保険者
保険税還付金

一般被保険者保険税
還付経費/
償還金、利子及び割
引料

7,130,607 　国保税額の確定に伴い不用額が生じたもの。

款 項 目
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後期高齢者医療特別会計 （単位：円）

区分
(大事業/節)

不用額 理由

2
後期高齢者医
療広域連合納
付金

1
後期高齢者医
療広域連合納
付金

1
後期高齢者医
療広域連合納
付金

後期高齢者医療広域
連合納付金/
負担金、補助及び交
付金

41,107,082 　納付額の確定に伴い不用額が生じたもの。

介護保険特別会計（保険事業勘定） （単位：円）

区分
(大事業/節)

不用額 理由

2 保険給付費 1
介護サービス
等諸費

1
居宅介護サー
ビス給付費

居宅介護サービス給
付経費/
負担金、補助及び交
付金

250,050,594 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。　

2 保険給付費 1
介護サービス
等諸費

3
地域密着型介
護サービス給
付費

地域密着型介護サー
ビス給付経費/
負担金、補助及び交
付金

152,937,544 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。

2 保険給付費 1
介護サービス
等諸費

5
施設介護サー
ビス給付費

施設介護サービス給
付経費/
負担金、補助及び交
付金

47,763,913 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。　

2 保険給付費 1
介護サービス
等諸費

9
居宅介護サー
ビス計画給付
費

居宅介護サービス計
画給付経費/
負担金、補助及び交
付金

12,312,775 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。　

2 保険給付費 2
介護予防サー
ビス等諸費

1
介護予防サー
ビス給付費

介護予防サービス給
付経費/
負担金、補助及び交
付金

11,890,603 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。　

2 保険給付費 4
高額介護サー
ビス等費

1
高額介護サー
ビス費

高額介護サービス経
費/
負担金、補助及び交
付金

6,395,947 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。　　

2 保険給付費 5
高額医療合算
介護サービス
等費

1
高額医療合算
介護サービス
費

高額医療合算介護
サービス経費/
負担金、補助及び交
付金

11,762,968 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。

2 保険給付費 6
特定入所者介
護サービス等
費

1
特定入所者介
護サービス費

特定入所者介護サー
ビス経費/
負担金、補助及び交
付金

34,383,402 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。　
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区分
(大事業/節)

不用額 理由

3 地域支援事業費 1
介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

1
介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

介護予防・生活支援
サービス事業経費/
負担金、補助及び交
付金

19,200,422 　給付費等の確定に伴い不用額が生じたもの。　

バス事業特別会計 （単位：円）

区分
(大事業/節)

不用額 理由

1 市営バス運行費 1
市営バス運行
費

2
市営バス運行
費

市営バス運行事業/
委託料

6,647,984
　コロナによる利用者減少及び燃料高騰により、運行経費から運行収入を減じた事業費の見込みがつきにく
かったことによる。
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令和４年度　繰越明許費の状況

一般会計 （単位：円）

国県支出金 地方債 その他

2 総務費 1 総務管理費 旧土地開発公社財産管理事業 734,800 734,800 0 0 0 0
　隣接地権者との境界立会に不測の日数を要し、年度内完
了が見込めないため。

2 総務費 1 総務管理費 車両更新事業 15,911,869 0 0 0 0 15,911,869
　全国的な物流の停滞により部品の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

2 総務費 1 総務管理費 本庁舎施設修繕業務 59,433 0 0 0 0 59,433
　全国的な物流の停滞により部品の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

2 総務費 1 総務管理費 地区センター施設修繕業務 1,262,800 0 0 0 0 1,262,800
　降雪期を過ぎてからの着手となることから、年度内完了が
見込めないため。

2 総務費 1 総務管理費 地区センター屋根防水改修工事 4,897,000 0 0 0 0 4,897,000
　降雪期を過ぎてからの施工となることから、年度内完了
が見込めないため。

3 民生費 2 児童福祉費
通園送迎バス置き去り防止装置設置費補助
金

700,000 0 700,000 0 0 0
　バス置き去り防止装置の発注が全国一斉に行われるため
調達に不測の日数を要し、年度内完了が見込めないため。

3 民生費 2 児童福祉費 あゆみ園施設修繕業務 759,000 0 0 0 0 759,000
　降雪期を過ぎてからの着手となることから、年度内完了
が見込めないため。

3 民生費 2 児童福祉費 通園送迎バス置き去り防止装置設置事業 700,000 0 700,000 0 0 0
　バス置き去り防止装置の発注が全国一斉に行われるため
調達に不測の日数を要し、年度内完了が見込めないため。

3 民生費 2 児童福祉費 稲瀬わかば園施設修繕業務 710,000 0 0 0 0 710,000
　関係機関との協議等に不測の日数を要することや、降雪
期を過ぎてからの着手となることから、年度内完了が見込
めないため。

4 衛生費 1 保健衛生費 出産・子育て寄り添い支援事業 33,015,250 0 27,962,000 0 0 5,053,250
　国の補正予算事業であり、年度内完了が見込めないた
め。

6 農林水産業費 1 農業費 産地パワーアップ事業補助金 18,325,000 0 18,325,000 0 0 0
　国の補正予算事業であり、年度内完了が見込めないた
め。

6 農林水産業費 1 農業費 就農初期投資促進事業補助金 15,000,000 0 15,000,000 0 0 0
　国の補正予算事業であり、年度内完了が見込めないた
め。

6 農林水産業費 1 農業費 畜産競争力強化整備事業補助金 200,086,000 0 200,086,000 0 0 0
　国の補正予算事業であり、年度内完了が見込めないた
め。

6 農林水産業費 1 農業費 農業集落排水事業債償還基金積立金 5,280,000 0 5,280,000 0 0 0
　全国的な物流の停滞により資材の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

6 農林水産業費 1 農業費 国土調査事業 11,573,000 0 8,679,000 0 0 2,894,000
　県負担金の追加割当内示による事業であり、年度内完了
が見込めないため。

7 商工費 1 商工費 衣川下請け等共同作業施設修繕業務 738,000 0 0 0 0 738,000
　全国的な物流の停滞により部品の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

7 商工費 1 商工費 衣川北股工場跡整地工事 7,265,000 0 0 0 0 7,265,000
　地権者との協議に不測の日数を要し、年度内完了が見込
めないため。

7 商工費 1 商工費 工業団地適地選定調査業務 7,000,000 0 0 0 0 7,000,000
　調査に係る基礎情報の収集に不測の日数を要し、年度内
完了が見込めないため。

項 事　　業　　名
翌年度
繰越額

 左　の　財　源　内　訳

理　　　由既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

款
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国県支出金 地方債 その他

項 事　　業　　名
翌年度
繰越額

 左　の　財　源　内　訳

理　　　由既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

款

7 商工費 1 商工費 種山高原星座の森施設修繕業務 3,364,000 0 0 0 0 3,364,000
　降雪期を過ぎてからの着手となることから、年度内完了
が見込めないため。

7 商工費 1 商工費 前沢温泉保養交流館施設修繕業務 6,543,000 0 0 0 0 6,543,000 　十分な工期を確保する必要があるため。

7 商工費 1 商工費 経塚山展望台撤去工事 880,000 0 0 0 0 880,000
　降雪期を過ぎてからの施工となることから、年度内完了
が見込めないため。

7 商工費 1 商工費 温泉保養施設ひめかゆ施設改修補助金 4,814,000 0 0 0 0 4,814,000
　補助金対象者が行う改修工事に不測の日数を要し、年度
内完了が見込めないため。

7 商工費 1 商工費 旧衣川荘改修補助金 50,000,000 0 0 0 0 50,000,000
　補助金対象者が行う改修工事に不測の日数を要し、年度
内完了が見込めないため。

7 商工費 1 商工費 正法寺休憩所敷地内給水管切替工事 3,613,000 0 0 0 0 3,613,000
　全国的な物流の停滞により資材の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

7 商工費 1 商工費 旧衣川荘修繕工事等負担金 70,811,000 0 0 0 0 70,811,000
　負担金支払対象者が行う改修工事に不測の日数を要し、
年度内完了が見込めないため。

8 土木費 2 道路橋りょう費 道路維持修繕工事 2,120,800 0 0 0 0 2,120,800
　関係機関との協議等に不測の日数を要し、年度内完了が
見込めないため。

8 土木費 2 道路橋りょう費
社会資本整備総合交付金（通学路改善）事
業

40,938,000 0 13,838,000 26,700,000 0 400,000
　電柱移転に不測の日数を要し、年度内完了が見込めない
ため。

8 土木費 2 道路橋りょう費 社会資本整備総合交付金（道路整備）事業 31,293,100 0 0 29,900,000 0 1,393,100
　電柱移転に不測の日数を要し、年度内完了が見込めない
ため。

8 土木費 2 道路橋りょう費 道路整備事業債道路整備事業 25,738,400 0 0 24,700,000 0 1,038,400
　用地買収に当たって、地権者との協議に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

8 土木費 2 道路橋りょう費 宅地開発指導事業 14,034,400 0 0 13,300,000 0 734,400
　関係機関との協議に不測の日数を要し、年度内完了が見
込めないため。

8 土木費 2 道路橋りょう費 橋りょう長寿命化修繕事業 108,935,600 0 56,613,000 46,200,000 0 6,122,600
　全国的な物流の停滞により資材の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

8 土木費 4 都市計画費 立地適正化計画等策定業務 3,842,000 0 2,100,000 0 0 1,742,000
　関係機関との協議等に不測の日数を要し、年度内完了が
見込めないため。

8 土木費 4 都市計画費 奥州市総合体育館施設修繕業務 268,000 0 0 0 0 268,000
　降雪期を過ぎてからの着手となることから、年度内完了
が見込めないため。

9 消防費 1 消防費 防火水槽設置工事 10,939,000 0 0 10,900,000 0 39,000
　全国的な物流の停滞により資材の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

9 消防費 1 消防費 防災対策事業 913,000 0 0 0 0 913,000
　装置の製造及び関係機関との協議に不測の日数を要し、
年度内完了が見込めないため。

10 教育費 2 小学校費 小学校施設修繕業務 6,817,000 0 0 0 0 6,817,000
　関係機関との協議等や部品の調達に不測の日数を要する
ことから年度内完了が見込めない事業を追加するため。

10 教育費 2 小学校費 スクールバス置き去り防止装置設置事業 6,163,740 0 2,904,000 0 0 3,259,740
　バス置き去り防止装置の発注が全国一斉に行われるため
調達に不測の日数を要し、年度内完了が見込めないため。
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国県支出金 地方債 その他

項 事　　業　　名
翌年度
繰越額

 左　の　財　源　内　訳

理　　　由既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

款

10 教育費 4 幼稚園費 通園送迎バス置き去り防止装置設置事業 747,120 0 700,000 0 0 47,120
　バス置き去り防止装置の発注が全国一斉に行われるため
調達に不測の日数を要し、年度内完了が見込めないため。

10 教育費 5 社会教育費 江刺生涯学習センター施設修繕業務 1,634,000 0 0 0 0 1,634,000
　全国的な物流の停滞により部品の調達に不測の日数を要
することや、降雪期を過ぎてからの着手となることから、
年度内完了が見込めないため。

10 教育費 5 社会教育費 奥州宇宙遊学館施設修繕業務 634,000 0 0 0 0 634,000
　全国的な物流の停滞により部品の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

10 教育費 5 社会教育費 後藤伯記念公民館施設修繕業務 138,000 0 0 0 0 138,000
　全国的な物流の停滞により部品の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

10 教育費 5 社会教育費 江刺体育文化会館施設修繕業務 1,419,000 0 0 0 0 1,419,000
　全国的な物流の停滞により部品の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

10 教育費 5 社会教育費 水沢図書館施設修繕業務 726,000 0 0 0 0 726,000
　降雪期を過ぎてからの着手となることから、年度内完了
が見込めないため。

10 教育費 5 社会教育費 江刺図書館備品修繕業務 127,000 0 0 0 0 127,000
　全国的な物流の停滞により部品の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

10 教育費 6 保健体育費 学校給食施設設備整備事業 4,949,000 0 0 0 0 4,949,000
　全国的な物流の停滞により機器の調達に不測の日数を要
し、年度内完了が見込めないため。

11 災害復旧費 1
農林水産施設災
害復旧費

農地農業用施設災害復旧事業（単独） 60,800,000 0 0 37,800,000 112,000 22,888,000
　地権者との協議に不測の日数を要し、年度内完了が見込
めないため。

787,219,312 734,800 352,887,000 189,500,000 112,000 243,985,512

工業団地整備事業特別会計 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

1 工業団地整備費1 工業団地整備費 広表工業団地整備事業 12,100,000 100,000 0 12,000,000 0 0
　関係機関との手続きに不測の日数を要し、年度内完了が
見込めないため。

12,100,000 100,000 0 12,000,000 0 0

 左　の　財　源　内　訳

理　　　由既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

合　　　　　　　計

款 項 事　　業　　名
翌年度
繰越額

合　　　　　　　計
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令和４年度　事故繰越しの状況

一般会計 （単位：円）

国県支出金 地方債 その他

2 総務費 1 総務管理費 江刺支庁舎冷温水ポンプ更新工事 2,200,000 0 0 0 0 2,200,000
　ウクライナ情勢等による資機材納入遅延により年度内完
了が見込めないため

款 項 事　　業　　名
翌年度
繰越額

 左　の　財　源　内　訳

理　　　由既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源
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（歳入）　地方消費税交付金（社会保障財源化分）　 １，５８１，１６６千円

（歳出）　社会保障施策に要する経費 ２２，８４７，７０４千円

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

社会福祉事業 975,209 737,211 0 39,930 198,068

高齢者福祉事業 517,898 163,148 15,500 30,334 308,916

障害者福祉事業 3,175,826 2,141,408 0 60,128 974,290

児童福祉事業 1,534,986 586,703 0 198,800 749,483

保育所事業 291,650 7,303 0 13,379 270,968

認定こども園事業 254,988 27,882 22,600 11,307 193,199

児童措置費 6,305,249 4,303,542 0 109,004 1,892,703

生活保護扶助事業 1,564,253 1,119,300 0 19,445 425,508

災害復興支援事業 273 67 0 0 206

小     計 14,620,332 9,086,564 38,100 482,327 5,013,341

国民健康保険事業 785,564 424,045 0 0 361,519

介護保険事業 1,871,450 102,153 0 10 1,769,287

後期高齢者医療事業 1,826,778 269,113 0 150,133 1,407,532

小     計 4,483,792 795,311 0 150,143 3,538,338

保健衛生事業 42,025 5 0 11,747 30,273

母子保健給付事業 179,292 38,344 0 40,068 100,880

救急医療対策事業 47,098 0 0 459 46,639

保健センター事業 83,763 0 900 4,809 78,054

病院事業 1,498,579 0 0 700 1,497,879

地域医療・医師確保対策事業 25,342 0 0 25,199 143

疾病予防対策事業 1,709,584 818,908 0 3,948 886,728

保健活動事業 157,897 7,517 0 48,490 101,890

小     計 3,743,580 864,774 900 135,420 2,742,486

22,847,704 10,746,649 39,000 767,890 11,294,165

一般財源のうち社会保障財源化分 1,581,166

※２　上記経費は、事務費や事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）を除いたもの。

       引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
       社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

一般財源

財源内訳

※１　社会保障４経費とは、消費税法第１条第２項に規定する経費で、制度として確立された年金、
     医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費のこと。

社
会
福
祉

合    計

施  策  区  分 経　費 特定財源

社
会
保
険

保
健
衛
生
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入湯税（令和４年度分）の使途について

事業の内容 事業費（千円） 充当額（千円）

観光振興 43,241 5,024

観光施設の整備 14,406 7,046

消防施設等の整備 112,425 8,015

計 170,072 20,085

　 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、消防施設等及び観光施設の整備
並びに観光の振興に要する経費に充てるための目的税であり、市内の鉱泉浴場（温泉）
を利用することに対して課される税金です。

◆入湯税の税率
　 １日１人につき（12歳未満は免除されます）
　 普通旅館…宿泊入湯客　150円（日帰り入湯客　75円）
　 自炊旅館…宿泊入湯客    75円（日帰り入湯客　35円）

◆入湯税の使途状況
　 令和４年度における市の入湯税決算額は20,085千円となりました。使途状況の概要に
ついては以下のとおりです。

◆入湯税の使途の推移（H24～R４）
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